
 

 

 

令 和 ８ 年 度 

 

 

事 業 計 画 書 
 

 

    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人 新潟県健康づくり財団 



- 1 - 

 

   

事 業 方 針 
 

 

 県民の健康づくりは、地域社会の活力を維持し、将来にわたり持続可能な社会基

盤を確保するうえで極めて重要な課題である。県内における生活習慣病の予防、疾

病の早期発見・早期治療、並びに高齢者の健康寿命延伸に向けた施策については、

近年の社会環境の変化や人口構造の進展に伴い、その重要性が一層高まっている。 

また、健（検）診受診者数については逐次改善が見られるものの、依然として受診

率が十分とは言えず、制度の周知・理解促進や受診環境の整備を更に推進する必要

がある。 

 

 

本年度の事業方針においては、県民の健康保持・増進を総合的に推進するため、

下記のとおり重点施策を体系的に展開する。 

 

 

1 健康づくり施策の総合的推進 

県民の健康保持・増進及び生活習慣病等の予防に係る施策を総合的かつ計画的に

推進する。 

そのため、県・市町村、医療関係団体、大学等と緊密に連携し、地域特性を踏ま

えた効果的な事業展開を図る。また、県民の主体的な健康づくり行動を促進するた

め、正確な情報提供及び啓発活動を継続して実施する。 

 

 

2 特定健診及びがん検診の受診率向上 

特定健診及び各種がん検診に関する正しい知識の普及を目的として、広報媒体の

多様化を図りつつ、県内全域において啓発活動を強化する。 

併せて、市町村や関係機関と協力し、受診しやすい環境整備に取り組むことで、

県民の受診意識の向上と受診率の一層の増加を目指す。 

 

 

3 特定健診・保健指導及びがん検診の円滑かつ適正な実施 

特定健診・特定保健指導並びにがん検診を円滑かつ適正に実施するため、新潟県

国民健康保険団体連合会や関係機関と連携しながら、実施体制の強化に努める。 

また、健（検）診従事者を対象に研修会等を開催し、最新の知見に基づく技能向

上を図ることで、事業の精度確保及び質の向上に努める。 
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4 各世代に対する重点的取組 

（1）若年層へのアプローチ 

中学生を対象とした生活習慣病予防教育を継続的に実施し、疾病予防に関する基

礎的理解の定着を図る。併せて、がんに関する正しい知識及び健（検）診の意義に

ついて、発達段階に応じた啓発を進める。 

 

（2）現役世代へのアプローチ 

企業の社員に対し、医師に依頼して作成した動画を活用し、がんを始めとした生

活習慣病の基礎知識や健（検）診の重要性について啓発を行い、働く世代の健康意

識の向上を図る。 

 

（3）高齢者へのアプローチ 

高齢者のフレイル予防を目的とした「フレイル克服プロジェクト」を引き続き推

進する。また、市町村と連携し、生活習慣病予防やフレイル予防に関する講演会等

を開催することで、高齢者自身の健康意識の向上及び地域における支え合い体制の

強化を図る。 

 

 

5 新たな社会環境への適切な対応 

社会経済情勢の変化、人口減少社会の進展等を踏まえ、各事業の目的・効果・必

要性を検証する。 

そのうえで、既存事業の改善、新規事業の検討、事業規模の適正化等を通じ、実

効性の高い事業運営を推進する。 

 

 

6 総括 

令和８年度においても、県民の健康づくりに主眼を置き、関係団体との協力体制

を一層強化しつつ、県民の健康づくりの意識が深まるよう事業展開を図り健康寿命

の延伸に寄与することを目指す。 
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事 業 計 画 

 

〔 公益目的事業 〕 

Ⅰ 特定健診・特定保健指導支援事業 

「新潟県健診保健指導支援協議会」と連携し、市町村（国保）を始めとする医療保険者が

実施する特定健診・特定保健指導事業等の後方支援を行う。 

  ※特定健診(後期高齢者健診等含む。）実施計画数 

    30市町村及び県内３国保組合  250,000人 (250,000人) 

                    （ ）内は令和 7 年度実施計画数 

 

１ 健診の円滑な実施のための取組み 

（１）特定健診・特定保健指導委託契約に係る事務 

特定健診・特定保健指導を全県統一方式（健診の均質化）により推進するため、本

財団が特定健診・特定保健指導実施機関の契約代表者となり、委託者の市町村等と

業務委託契約を締結する。 

 ※実施計画数 30市町村、3国保組合 

    

（２）特定健診未受診者の情報提供事業に係る事務 

市町村の保健事業の推進支援のため、医療機関が保有する特定健診未受診者の特定

健診に相当する診療情報を、保険者が医療機関から提供を受ける「情報提供事業」

について、本財団が医療機関の契約代表者となり、委託者の市町村等と業務委託契

約を締結する。   

※実施計画数 22市町村、1国保組合 

 

（３）市町村健康診査等業務担当者研修会 

特定健診事業等の円滑な推進を図るため、健康増進法・高齢者の医療の確保に関す

る法律等に基づく事業に新しく従事する市町村の事務担当者等を対象とし開催する。 

【実施内容】 

・健(検)診ガイドラインの説明、検診事務処理等の説明等を行う。 

開催日  5月下旬 

場 所  新潟市 新潟県医師会館 
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（４）健康診査事業合同打合せ会 

特定健診を中心とした健康診査事業の円滑な実施を図るため、市町村、検診機関、

県地域振興局健康福祉(環境)部、郡市医師会等の担当者を対象として、県、県医師会、

県国保連合会の協力により開催する。 

【実施内容】 

・健(検)診ガイドライン改正概要の説明、健(検)診業務委託契約等の説明等を行

う。 

開催日   2月末頃 

場 所   WEB開催     

 

（５）健診委員会 

健診機関、医療機関において、特定健診業務が円滑かつ適正に行われるよう、健診

委員会を開催する。 

委員長：新潟県立大学人間生活学部･健康栄養学科 教授 田邊 直仁 

【実施内容】 

 ・令和 9年度特定健診料金について検討し、検討結果を「新潟県健診保健指導支援

協議会」に報告する。 

 ・特定健診の健診料金（案）を作成するとともに、特定健診結果の分析等を行う。 

開催日  9月 

 

（６）印刷物の企画、印刷・配付・斡旋等 

個人記録票や質問票など健(検)診に使用する記録用紙について、各市町村及び健

(検)診機関の必要部数を取りまとめ、一括印刷・配付を行うことにより、健(検)診の

全県統一方式の推進とともに、健(検)診事業の効率化を図る。 

 

（７）普及啓発用備品整備貸出等 

生活習慣病予防に向けた意識啓発のため、健康教育資材の充実を図り、市町村など

の関係機関に対し貸出し等を行う。 

【実施内容】 

・血管年齢測定器、脳年齢測定器、骨健康度測定器や生活習慣病予防啓発パネル、 

健康教育ＤＶＤ等の貸出及び本財団主催の講演会での測定。 
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（８）特定健診・特定保健指導受診勧奨用品提供 

市町村・県内 3 国保及び新潟県健診保健指導支援協議会構成団体が、各種イベン

トなどにおいて、特定健診の啓発のため配布するポケットティッシュやウェットテ

ィッシュを作成し、提供する。 

 

 

2 健康づくりと健診受診率向上等に向けた普及啓発活動 

（１）市町村と共同で開催する講演会 

健康寿命の延伸に向け、市町村の希望疾病分野について専門医等による講演会を

開催し、参加住民の生活習慣病予防等の意識啓発を図る。 

【実施内容】 

・生活習慣病（がんを含む。）予防を中心とした啓発を行う。 

・特定健診・特定保健指導及びがん検診を受診するための啓発を行う。 

※7市町村程度（7市町村） （ ）内は令和 7 年度実施計画数 

 

（２）企業と共同で開催する講演会 

企業の職員に対し、がんを始めとした生活習慣病の基礎知識や健(検)診の重要性

等について啓発を行い、健康意識の向上を図る。 

【実施内容】 

 ・医師に依頼して作成した「がんについての基礎知識」、「働く世代の肝がんのリ

スク」、「泌尿器の病気」の動画を活用し、生活習慣病予防を中心とした啓発を

行う。 

※3企業程度 （3企業程度） （ ）内は令和 7 年度実施計画数   

   

（３）中学生に対する生活習慣病予防等教育 

希望する中学校に対し、がんを始めとした生活習慣病の基礎知識や健(検)診の重

要性等について啓発を行い、健康意識の向上を図る。 

※10中学校程度（10中学校） （ ）内は令和 7 年度実施計画数 

 

（４）中学生に対する歯と口の健康づくり教育 

   希望する中学校に対し、歯や口の健康づくりの正しい知識を啓発し、将来の歯周

病による全身疾患の発症リスクを抑えることで、健康寿命の延伸につなげる。 

※2中学校程度（2中学校） （ ）内は令和 7年度実施計画数 
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（５）各種健康づくりイベントへの参加 

新潟ふるさと村等で開催される他団体主催のイベントに出展し、参加者に血管年

齢等の測定やパンフレットの配布により特定健診等の啓発を図り、受診率の向上に

努める。 

（６）市町村健康づくりサポート事業 

市町村が住民の健康づくりのために開催する「健康祭り」、「健康フェア」等の際

に、本財団も測定体験コーナーを開設し、血管年齢測定などを通じて住民に健康づ

くりの大切さを意識してもらい、市町村の保健活動を支援する。 

※実施予定市町村数 5市町村（6市町村） （ ）内は令和 7 年度実施計画数 

 

（７）ホームページを活用した情報提供活動 

財団ホームページについて、県民が利用しやすい構成として健康づくり情報の発

信等の強化を図る。 

 

 

３ 広報による受診勧奨 

（１）広告媒体を用いた普及啓発等 

年齢層に合わせた訴求効果が高い媒体を選び特定健診等の受診勧奨を行う。 

【実施内容】 

・各種メディアを活用した広告（マスメディア、SNS他） 

・マスメディアへの情報提供 

・公共交通機関を活用した広告 

（電車広告通年掲示、万代シテイバスセンターサイネージ広告） 

・機関誌等を活用した広告（新潟市の検診冊子他） 

 

（２）普及啓発用リーフレットの配付 

健康寿命の延伸に向け、生活習慣病予防の意識啓発のための特定健診受診勧奨用

リーフレットや、メタボなど特定保健指導対象者向けリーフレットを市町村、県内 3

国保組合へ配付する。 
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Ⅱ がん検診等受託事業 

がん検診等を全県統一方式で推進するため、関係機関の指導・協力を受け、検診事業

が円滑に実施できるようコーディネートするための事業を行う。 

   

※がん検診実施計画数 

    胃がん検診 

集団検診 

（胃部 X線検査） 

 

 

30市町村  81,000人 

 

 

(30市町村)  (81,000人) 

 施設検診 

（胃内視鏡検査） 

 

2市村   1,000人 

 

(2市村)    1,000人 

 子宮がん検診 

車検診 

 

25市町村 27,600人 

 

(25市町村)  (27,600人) 

  施設検診 27市町村 21,200人 (27市町村)  (21,200人) 

 肺がん検診 

Ｘ線写真読影(＋撮影) 

喀痰細胞診  

 

30市町村 210,400人 

30市町村  4,300人 

 

(30市町村) (210,400人) 

(30市町村)  (4,300人) 

 乳がん検診   

  集団検診 29市町村  50,000人 (29市町村)  (50,000人) 

 施設検診 16市町村  12,000人 (16市町村)  (12,000人) 

 大腸がん検診 30市町村 130,000人 (30市町村) (130,000人) 

 肝炎ウイルス検診  

  1市      300人 (1市)        (300人) 

 前立腺がん検診 12市町村  8,600人 (12市町村)   (8,600人) 

（ ）内は令和 7 年度実施計画数 

 

１ がん検診事業に係るコーディネート 

（１）がん検診等に係る業務 

がん検診等業務について、本財団が総括受託窓口として市町村から一括委託を受

けるとともに、検診機関等と新潟県及び県医師会等で定めた『健(検)診ガイドライ

ン』に基づく検診実施について委託契約を締結する。 

これにより、がん検診について全県統一方式により円滑に推進するとともに、全県

的な検診精度の維持向上を図り、検診結果の統計分析等によりがん対策に寄与する。 
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（２）市町村健康診査等業務担当者研修会（再掲） 

 

（３）健康診査事業合同打合せ会（再掲） 

 

（４）精度管理調査事業 

伝統ある新潟県の健(検)診及び検診実施機関の一層の質の向上を図り、県民に“安

心”して健(検)診を受診してもらうため、「新潟県検診精度管理調査委員会」におい

て、検診機関協議会会員機関を対象に精度管理等の調査を行う。 

また、県の委託により、検診体制の実態を把握するために、市町村のがん検診を

受託する全ての検診機関（病院や診療所等を含む。）に対して精度管理調査票を送付

し、調査を行う。 

 

 

２ 検診データ等の評価分析・公表 

（１）悪性新生物（がん）登録収集業務 

県の委託により、「がん登録推進法」（平成 28 年 1 月施行）に基づき、全国がん登

録データの収受業務等を県がん登録室及び協力医療機関と連携して行う。 

実施予定件数   30,000 件     (30,000件)  

（ ）内は令和 7 年度実施計画数 

（２）検診結果統計分析事業 

県・市町村等関係者のがん対策に資するため、各種がん検診の検診結果について、

全県的な統計分析を行う。 

また、乳がん検診の事業所検診の結果を把握するため、新潟県検診機関協議会会

員機関に協力を依頼し任意型検診の結果を取りまとめる。 

 

（３）疫学調査事業 

「健(検)診ガイドライン」に基づき、令和 7 年度各種がん検診結果から「がん」及

び「がんの疑い」と診断された者に対し疫学調査を実施し、調査結果を取りまとめ

る。 

【配布先】 調査協力医療機関、市町村、保健所、郡市医師会、検診機関等 

さらに、疫学調査により報告された患者に対する予後の追跡調査を実施する。 
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                     疫学調査        追跡調査 

      調査対象   胃 が ん   120件 (120件)    160件 (160件) 

             子宮がん     80件 ( 80件)     80件  (80件) 

             肺 が ん   280件 (280件)    220件 (220件) 

             乳 が ん   150件 (150件)    180件 (180件) 

             大腸がん   400件 (400件)    320件 (320件) 

（ ）内は令和 7 年度実施計画数  

 

３ 研究・研修の推進 

（１）新潟県がん検診研究会 

がんに関する普及啓発、調査研究及び発症予防等を総合的に推進するため、新潟県

がん検診研究会の円滑な運営等を支援する。 

会長：新潟県保健衛生センター理事長 横山 晶 

【主な会議開催時期】 

運営委員会      6月 

理事会        7月 

総会         11月 

 

（２）新潟県検診機関協議会 

新潟県検診機関協議会が目的とする県民保健福祉の向上に寄与するための検診

技術及び精度の向上、情報交換並びに調査研究等の円滑な運営等を支援する。 

会長：新潟県健康づくり財団 理事長 渡部 透 

【主な会議開催時期】 

第１回役員会     4月 

定例総会       5月 

第２回役員会     3月 

常任幹事会      必要の都度 

【主な研修会開催時期】 

検診従事職員研修会    3月 

   【その他】 

      健(検)診ガイドラインの改正要望の提出 
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（３）新潟県肺がん検討委員会並びに地域肺がん検討委員会 

新潟県肺がん検討委員会並びに地域肺がん検討委員会（12 地域）において、肺が

ん検診の円滑な実施、運営を図るとともに「県生活習慣病検診等管理指導協議会」の

肺がん検診部会との連携を図る。 

委員長：新潟県保健衛生センター理事長 横山 晶 

【実施内容】 

・新潟県肺がん検討委員会：年１回開催、委員 7名 

・地域肺がん検討委員会（12地域） 

設置地域：新潟・村上・新発田・五泉・三条・長岡・ 

魚沼・南魚沼・十日町・柏崎・上越・佐渡 

 

（４）新潟県乳がん検討委員会並びに地域乳がん検討委員会 

新潟県乳がん検討委員会並びに地域乳がん検討委員会（5地域）において、乳がん

検診の円滑な実施、運営を図るとともに「県生活習慣病検診等管理指導協議会」の

乳がん検診部会との連携を図る。 

 委員長：新潟県労働衛生医学協会副会長 佐藤 信昭 

【実施内容】 

・新潟県乳がん検討委員会：年 1回開催、委員 13名 

・地域乳がん検討委員会（5地域） 

設置地域：新潟・下越・中越・魚沼・上越 

・新潟県乳がん検討委員会企画委員会：必要の都度開催 

 

（５）新潟県前立腺がん検討委員会 

新潟県前立腺がん検討委員会において、前立腺がん検診の円滑な実施、運営を図る

とともに「県生活習慣病検診等管理指導協議会」の胃がん・大腸がん検診部会（前

立腺がん検診の内容含む。）との連携を図る。 

委員長：NPO法人日本腎泌尿器疾患研究ネットワーク 代表理事 冨田 善彦   

【実施内容】 

・新潟県前立腺がん検討委員会：年 1回開催、委員 12名 

 

４ がん予防と受診率向上に向けた普及啓発活動 

（１）市町村と共同で開催する講演会（再掲） 
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（２）企業と共同で開催する講演会（再掲） 

 

（３）中学生に対する生活習慣病予防等教育（再掲） 

 

（４）肝炎対策の普及啓発講演会 

新潟大学肝疾患相談センターと協力し、Ｂ・Ｃ型肝炎ウイルス感染の早期発見・早

期治療に繋げるため、県民向け講演会等により啓発を行う。 

 

（５）ホームページを活用した情報提供活動（再掲） 

 

 

５ 広報による受診勧奨（再掲） 
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Ⅲ 生活習慣病予防普及啓発等事業 

１ 円滑な事業実施を図るための取組み 

普及啓発用備品整備貸出等（再掲） 

 

２ 研究・研修の推進 

（１）新潟県糖尿病対策推進会議 

糖尿病に関する普及啓発、調査研究及び発症予防等を総合的に推進するため、新

潟県糖尿病対策推進会議の円滑な運営等を支援する。 

会長：新潟県健康づくり財団 理事長 渡部 透 

【主な会議開催時期】 

幹事会   6月 

理事会       7月 

糖尿病ウォークラリー 10月 

総会   12月 

 

（２）フレイル克服プロジェクト 

県民の健康寿命の延伸を図るため、関係機関と連携してフレイル克服対策の研究

事業を継続する。 

プロジェクトマネージャー：新潟南病院 総括顧問 和泉 徹  

【実施内容】 

ア 加齢予防介入モデル事業（一次予防） 

   慶応義塾大学、新潟医療福祉大学、北里大学の研究チームが実施している佐

渡市における身体機能および認知機能の測定会等（トキめき会）を通じて得ら

れたデータ評価により、フレイル予防のためのエビデンスを得る。 

  （協力）佐渡市 

イ 疾病介入モデル事業（二次予防） 

心不全、消化器疾患等の患者を対象に、エントリー希望者に対して疾患別に

介入調査を行い各分野における評価等を行う。 

     （協力予定機関）新潟大学医歯学総合病院、新潟南病院、新潟市民病院 
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３ 生活習慣病予防と受診率向上等に向けた普及啓発活動 

（１）新潟県健康づくり財団理事長表彰 

本財団事業に貢献いただいた個人あるいは団体を表彰する。 

（２）生活習慣病予防展 

生活習慣病予防の正しい知識の普及、各種検診の受診率向上、健康づくりの実践定

着を図る目的で関係機関と「生活習慣病予防展」を共催する。 

【実施内容】 

開 催 日  11月 9日（月） 

場  所  柏崎市文化会館アルフォーレ 

内  容  生活習慣病予防に関するパネル展示、血管年齢測定等 

（第 41回がん征圧新潟県大会と同時開催） 

 

（３）ホームページを活用した情報提供活動（再掲） 

 

 

４ 広報活動 

がん予防のための正しい知識の普及とがん検診の受診率の向上を図るため、幅広い

世代に向けた広報啓発活動を行う。 

【実施内容】 

・マスコミを活用したＰＲ     ・パンフレット等作成、配布 

・がん予防ポスターの配布     ・がん征圧月間キャンペーン 
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Ⅳ がん予防普及啓発事業 

１ がん征圧に向けた普及啓発活動 

（１）がん征圧維持会員募集及び寄附受入れ 

がん征圧運動の推進の輪を広げ、啓発活動資金の造成、がん予防知識の啓発及びが

ん集団検診の推進を図るため、引き続き維持会員募集活動を行う。 

・法人会員  市町村、郡市医師会、検診団体会員、一般法人会員 

・個人会員  一般個人会員  

・一般寄附受入れ 

 

（２）第 41回がん征圧新潟県大会 

がん予防の啓発の一環として、県民にがんに対する正しい知識の普及を図り、定

期検診により健康を確認することの重要性をＰＲするために関係機関の協力のもと

開催する。 

【実施内容】 

開 催 日  11月 9日（月） 

場  所  柏崎市文化会館アルフォーレ 

内  容   がん体験談、特別講演等 

対  象  一般住民、市町村・検診機関検診事業担当者等 

 

（３）ホームページを活用した情報提供活動（再掲） 

 

 

２ 広報による受診勧奨（再掲） 
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Ⅴ 研究・研修事業 

１ 研究・研修の推進 

（１）健康診査従事者研修会 

県の委託により、健康増進法等に基づく検診事業に従事する職員の資質及び技術の

向上を図ることを目的として新潟県検診機関協議会が開催する、検診従事職員研修

会に併せて開催する。 

【実施内容】 

開催時期  3月 

場  所  新潟市 

内  容  合同研修、専門分野ごとの分科会 

対  象  検診機関職員等 

 

（２）細胞検査士研修会 

県の委託により、子宮がん検診、肺がん検診の精度向上を図るため、細胞検査士の

資質向上を目的として開催する。 

【実施内容】 

開催時期  8月 

場  所  新潟市 新潟県医師会館 

内  容  顕微鏡による細胞観察、スライドカンファレンス 

対  象  子宮がん検診、喀痰細胞診に従事する細胞検査士等 

 

（３）がん検診セミナー 

県の委託により、がん検診事業をより円滑に実施するため、実施体制の整備充実と

検診精度向上に資することを目的として開催する。 

 

 （４）受動喫煙防止対策実施状況調査 

県の委託により、行政機関の庁舎や学校等の第一種施設、それ以外の施設である第

二種施設の受動喫煙対策の取組状況の調査を実施する。 
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〔 収益事業等 〕 

Ⅰ 特定健診等健康情報管理還元代行等事業 

１ 特定健診等健康情報管理電子化業務代行事業 

特定健診料金の請求処理業務を迅速化するため、特定健診結果の電子化業務を健診

実施機関から受託し請求業務を代行する。 

  受託先：約 500機関  （500機関）     （ ）内は令和 7 年度実施計画数 

 

２ 特定健診等個人結果通知書作成事業 

特定健診等個人結果通知書の作成依頼があった健診実施機関又は保険者に対し、受

診者の特定健診等結果を作成し提供する。 

  受託先：約 60機関、3市町村 （60機関、3市町村） 

（ ）内は令和 7 年度実施計画数 

 

３ 健康づくり及び生活習慣病予防等に関する書籍の斡旋並びに印刷物等の頒布事業 

生活習慣病予防活動を推進し県民の健康の保持増進を図るため、疾病の種類ごとに

生活習慣病予防、健(検)診による早期発見・早期治療について分かりやすく解説した

書籍、リーフレット、パンフレット等を市町村・健診実施機関向けに頒布する。 

 


